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「新株予約権等に関する事項」、「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株

主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第

15 条の規定に基づき、当社ウェブサイト（http://www.aoki-hd.co.jp/）に掲載す 

ることにより株主の皆様に提供しております。 

 



新株予約権等に関する事項

１．当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

　

２．当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

　

３．その他新株予約権等に関する重要な事項

　当社は、平成27年11月18日開催の取締役会において、当社グループの結束力を高めるととも

に、当社グループ取締役、執行役員及び従業員の業績向上の意欲や士気を一層高め、企業価値

の増大に資するため、当社及び当社子会社の取締役（社外取締役を除く。）、執行役員及び従業

員に対して、以下のとおり、業績目標を達成した場合にのみ権利行使が可能となる新株予約権

を有償にて発行することを決議いたしました。

第５回新株予約権
（有償ストック・オプション）

発行決議日 平成27年11月18日

新株予約権の数 9,050個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 905,000株

（新株予約権１個につき 100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり 9,700円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 155,400円

（１株当たり 1,554円）

権利行使期間
平成28年７月１日から
平成34年６月30日まで

行使の条件 (注)

割当先

当社取締役(社外取締役を除く。)、
執行役員及び従業員

新株予約権の数 6,250個
目的となる株式数 625,000株
割当者数 19名

当社子会社取締役、執行役員及び従
業員

新株予約権の数 2,800個
目的となる株式数 280,000株
割当者数 26名

(注) 新株予約権の行使条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、当社が平成28

年３月期から平成33年３月期のいずれかの期における当社有価証券報告書記載の連結
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損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合は損益計算書）において連結営業

利益が下記①乃至②に掲げる金額以上となった場合、各新株予約権者に割り当てられ

た本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合までの個数を、下記①又は②の条件

を達成した期の有価証券報告書提出後に到来する７月１日以後１年間において行使す

ることができる。

① 連結営業利益が270億円以上となった場合

　 行使可能割合 ： 50％

② 連結営業利益が300億円以上となった場合

　 行使可能割合 ： 100％

(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締

役、監査役、執行役員又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではな

い。

(3) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による権利行使は認めない。
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連結株主資本等変動計算書 （平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成28年４月１日 期首残高 23,282 27,833 92,929 △1,436 142,609

会計方針の変更による累積的影響額 110 110

会計方針の変更を反映した当期首残高 23,282 27,833 93,039 △1,436 142,719

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △3,641 △3,641

親会社株主に帰属する当期純利益 7,355 7,355

自己株式の取得 △2,888 △2,888

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 3,713 △2,888 824

平成29年３月31日 期末残高 23,282 27,833 96,753 △4,325 143,544

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額

合計

平成28年４月１日 期首残高 612 △383 229 87 142,926

会計方針の変更による累積的影響額 110

会計方針の変更を反映した当期首残高 612 △383 229 87 143,036

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △3,641

親会社株主に帰属する当期純利益 7,355

自己株式の取得 △2,888

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△36 81 44 － 44

連結会計年度中の変動額合計 △36 81 44 － 869

平成29年３月31日 期末残高 576 △302 274 87 143,906
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社

・連結子会社の名称 株式会社ＡＯＫＩ

アニヴェルセル株式会社

株式会社ヴァリック

② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の数 ４社

・非連結子会社の名称 AOKI HOLDINGS N.Y.INC.、他３社

・連結の範囲から除いた理由 　非連結子会社４社は、いずれも小規模であり、合計
の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結
計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除いております。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・非連結子会社の名称 AOKI HOLDINGS N.Y.INC.、他３社

・関連会社の名称 青木情報開発株式会社、他１社

③ 持分法を適用していない理由 　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

は、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

子会社株式 総平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定)

・時価のないもの 総平均法による原価法
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ロ．たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

・商品 個別法

・原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法

ただし、一部の連結子会社では原材料について総平均

法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物 ６～45年

機械、運搬具及び工具器具備品 ３～17年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年以

内）に基づく定額法

ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

ロ．賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上してお

ります。

ニ．役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。
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ホ．ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に付与したポイントの将来の使用に伴う費用発生に備え

るため、使用実績率に基づいて見積った額をポイント引当金として計上しておりま

す。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．重要なヘッジ会計の方法

(イ) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を

採用しております。

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段 金利スワップ

・ヘッジ対象 借入金の支払利息

(ハ) ヘッジ方針

　当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を

行っており、対象債務の範囲内で個別契約毎にヘッジを行っております。

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を

省略しております。

ロ．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれんについては、５年間で均等償却しております。

　なお、平成22年３月31日以前に発生した負ののれんについては、10年間で均等償却

しております。

ハ．退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しておりま

す。

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異は、発生年度の翌期から５年間で均等額を費用処理しておりま

す。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

ニ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28

年３月28日。以下「回収可能性適用指針」という。）を当連結会計年度から適用し、繰延税

金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を見直しております。

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項（４）に定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点において回収可能性適用指針第49項

（３）①から③に該当する定めを適用した場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前

連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、当連結会計年度の期首の

利益剰余金に加算しております。

この結果、当連結会計年度の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）が110百

万円、利益剰余金が110百万円増加しております。

当連結会計年度の期首の純資産に影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計

算書の利益剰余金の期首残高は、110百万円増加しております。

３．表示方法の変更に関する注記

連結損益計算書関係

前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めていた「差入保証金・敷金解

約損」（前連結会計年度21百万円）は、営業外費用の100分の10を超えたため、当連結会計年

度より独立掲記しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) たな卸資産の内訳

商品 26,110百万円

原材料及び貯蔵品 794　〃

　 計 26,905百万円

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

土地284百万円は、店舗賃貸借契約に基づき担保に供されております。

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 85,513百万円

(4) 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

AOKI HOLDINGS N.Y.INC. 323百万円
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５．連結損益計算書に関する注記

　 減損損失

　 当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

① 減損損失を認識した主な資産

用 途 種 類 場 所

営 業 店 舗 　 建物及び構築物、その他 　 長野県上田市他

転 貸 店 舗 　 建物及び構築物、その他 　 三重県名張市他

② 減損損失の認識に至った経緯

立地環境の変化等により店舗の閉鎖や建替えが決定し又は損益が継続してマイナスとな

る営業店舗及び転貸店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失（2,834百万円）として特別損失に計上いたしました。

③ 減損損失の内訳

営業店舗2,833百万円（内、建物及び構築物2,344百万円、その他488百万円）、転貸店舗

0百万円（建物及び構築物0百万円、その他0百万円）です。

④ 資産のグルーピングの方法

資産のグルーピングは店舗単位で行っており、遊休資産については個別資産ごとにグル

ーピングを行っております。

⑤ 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額に

ついては不動産鑑定士による査定額を基準に評価し、使用価値については将来キャッシ

ュ・フローを4.9％から5.5％で割り引いて算出しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 90,649,504株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

イ．平成28年５月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,793百万円

・１株当たり配当額 20円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月８日
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ロ．平成28年11月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,848百万円

・１株当たり配当額 21円

・基準日 平成28年９月30日

・効力発生日 平成28年12月５日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成29年５月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,919百万円

・１株当たり配当額 22円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月７日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する注記

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にファッション、アニヴェルセル・ブライダル、カラオケ及び複合

カフェの各事業を行うための設備投資資金及び短期的な運転資金を主に銀行借入により調

達しております。デリバティブ取引については、借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を利用しておりますが、投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、主にクレジットカード売上に係るものであり、相手先の信用

リスクがあります。投資有価証券は、主に取引金融機関の株式であり、市場価格の変動リ

スクがあります。また、差入保証金及び敷金は、各事業の新規出店に伴い発生する建設協

力金等であり、相手先の信用リスクがあります。

営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日です。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金調

達を目的としたものであり、償還日は、決算日後最長10年です。このうち借入金の一部に

ついては、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取

引）を利用しヘッジしております。
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デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした

金利スワップ取引です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類の作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記等「(4) 会計方針に関する事項 ④ その他連結計算書類作

成のための重要な事項 イ．重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、売掛金については相手先が主に金融機関系列の取引先であり、信

用リスクは僅少であると考えております。差入保証金及び敷金は、店舗管理部が取引

先ごとの残高を管理するとともに、重要な取引先を定期的にモニタリングするなど、

財務状態等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、デリ

バティブ取引は、取引相手先を高格付の金融機関に限定しているため信用リスクは僅

少であると考えております。

ロ．市場リスクの管理

当社は、借入金に係る支払利息の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引

を利用しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しておりま

す。

ハ．資金調達に係るリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの情報に基づき、経理部が適時に資金繰計画及び実績を作成す

るとともに、手元流動性を連結売上高の概ね１ヵ月分以上に維持することなどによ

り、流動性リスクを管理しております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めて

おりません（(注)２.をご参照ください。）。
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 28,608 28,608 ―

(2) 売掛金 10,508

貸倒引当金（※１） △32

10,476 10,476 ―

(3) 投資有価証券

その他有価証券 3,456 3,456 ―

(4) 差入保証金 8,259

貸倒引当金（※２） △11

8,248 7,953 △295

(5) 敷金 21,066

貸倒引当金（※３） △28

21,037 19,288 △1,748

資産計 71,826 69,782 △2,044

(1) 買掛金 19,159 19,159 ―

(2) 未払金 5,259 5,259 ―

(3) 未払法人税等 1,603 1,603 ―

(4) 長期借入金 41,275 41,848 573

(5) リース債務 5,555 5,652 97

負債計 72,853 73,523 670

デリバティブ取引 ― ― ―

(※１) 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※２) 差入保証金に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※３) 敷金に計上している貸倒引当金を控除しております。
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(注) 1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(3) 投資有価証券

取引所の時価によっております。

(4) 差入保証金、及び（5）敷金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権額を満期日までの期間及び信用リスクを加味した利

率により割り引いた現在価値によっております。

負債

(1) 買掛金、（2）未払金、及び（3）未払法人税等

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(4) 長期借入金、及び（5）リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区 分 連結貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 521

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価

証券」には含めておりません。

3．満期のある金銭債権の償還予定額

(単位：百万円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超

現金及び預金 28,608 ― ― ― ―

売掛金 10,508 ― ― ― ―

差入保証金 951 2,265 3,105 582 1,354

敷金 2,488 2,870 4,230 5,362 6,114

合計 42,556 5,136 7,335 5,944 7,468
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4．長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 4,150 2,650 2,650 3,325 3,000 25,500

リース債務 1,852 1,463 1,138 711 389 0

合計 6,002 4,113 3,788 4,036 3,389 25,500

８．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

店舗等の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等です。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から20年又は契約期間と見積り、割引率は0.1％から0.6％を使用して

資産除去債務の金額を算定しております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 5,131百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 428　〃

時の経過による調整額 75　〃

見積もりの変更による増加額 104　〃

資産除去債務の履行による減少額 △51 〃

期末残高 5,688百万円

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,648円44銭

(2) １株当たり当期純利益 83円38銭
　(注)当連結会計年度は希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため、記載しておりません。

10．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 （平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成28年４月１日 期首残高 23,282 26,100 5,247 31,347 2,234 58 36,908 22,415 61,616 △1,436 114,810

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の積立

剰余金の配当 △3,641 △3,641 △3,641

当期純利益 6,355 6,355 6,355

自己株式の取得 △2,888 △2,888

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － － － 2,713 2,713 △2,888 △175

平成29年３月31日 期末残高 23,282 26,100 5,247 31,347 2,234 58 36,908 25,128 64,330 △4,325 114,635

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成28年４月１日 期首残高 609 609 87 115,507

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の積立

剰余金の配当 △3,641

当期純利益 6,355

自己株式の取得 △2,888

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△44 △44 － △44

事業年度中の変動額合計 △44 △44 － △219

平成29年３月31日 期末残高 565 565 87 115,288
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式 総平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定)

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 15～45年

構築物 ３～20年

工具、器具及び備品 ５～８年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年以

内）に基づく定額法

③ リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④ 長期前払費用

５年の償却期間に基づく定額法

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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③ 役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しておりま

す。

④ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異は、発生年度の翌期から５年間で均等額を費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なりま

す。

⑤ 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採

用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段 金利スワップ

・ヘッジ対象 借入金の支払利息

ハ．ヘッジ方針

　当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行ってお

り、対象債務の範囲内で個別契約毎にヘッジを行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省

略しております。

② 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を当事業年度から適用しております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

土地284百万円は、子会社の株式会社ＡＯＫＩの店舗賃貸借契約に基づき担保に供され

ております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,910百万円

(3) 保証債務

子会社の賃貸借契約等に係る契約残存期間の賃料等に対する債務保証を行っておりま

す。

① 株式会社ＡＯＫＩ 58百万円

② アニヴェルセル株式会社 670　〃

子会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

③ AOKI HOLDINGS N.Y.INC. 323百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを含む）

① 短期金銭債権 12,744百万円

② 長期金銭債権 20,100　〃

③ 短期金銭債務 2　〃

④ 長期金銭債務 552　〃

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業収益 3,606百万円

営業費用 129　〃

営業取引以外の取引高 7,251　〃

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 3,404,290株

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月30日 12時49分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動

(繰延税金資産)

賞与引当金 20百万円

未払事業税 38　〃

その他 14　〃

計 73百万円

固定

(繰延税金資産)

投資有価証券評価損 200百万円

役員退職慰労引当金 492　〃

減損損失 500　〃

子会社株式 851　〃

固定資産売却損 326　〃

その他 46　〃

小計 2,418百万円

評価性引当額 △1,251百万円

計 1,166百万円

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △25百万円
その他有価証券評価差額金 △197　〃
その他 △2　〃

計 △225百万円

繰延税金資産（純額） 940百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社
株 式 会 社
Ａ Ｏ Ｋ Ｉ

所有
直接

100.00

役 員 の 兼 任
土地、建物の賃貸
経 営 管 理
資 金 の 貸 付
債 務 保 証

土地、建物の賃貸
(注）1

551
前 受 収 益 48

長 期 預 り
敷金保 証 金

78

経営管理料
(注）2

2,908 未 収 入 金 －

資金の貸付
(注）3

15,000
関 係 会 社
短期貸 付 金

6,000

利息の受取
(注）3

34 未 収 入 金 0

債務保証
(注）4

58 － －

子会社
アニヴェルセル
株 式 会 社

所有
直接

100.00

役 員 の 兼 任
土地、建物の賃貸
経 営 管 理
資 金 の 貸 付
債 務 保 証

土地、建物の賃貸
(注）1

690
前 受 収 益 63

長 期 預 り
敷金保 証 金

331

経営管理料
(注）2

386 － －

資金の貸付
(注）3

3,000

１年内回収予定の
関係会社長期貸付金

900

関 係 会 社
長期貸 付 金

7,200

利息の受取
(注）3

55 － －

債務保証
(注）5

670 － －

子会社
株 式 会 社
ヴァリ ッ ク

所有
直接

100.00

役 員 の 兼 任
土地、建物の賃貸
経 営 管 理
資 金 の 貸 付

土地、建物の賃貸
(注）1

245
前 受 収 益 21

長 期 預 り
敷金保 証 金

142

経営管理料
(注）2

312 － －

資金の貸付
(注）3

16,000

１年内回収予定の
関係会社長期貸付金

5,700

関 係 会 社
長期貸 付 金

12,900

利息の受取
(注）3

86 未 収 入 金 0
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種 類 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社
Ａ Ｏ Ｋ Ｉ
ＨＯＬＤＩＮＧＳ
Ｎ．Ｙ．ＩＮＣ.

所有
直接

100.00

役 員 の 兼 任
資 金 の 貸 付
債 務 保 証

資金の貸付
(注) 3

120
関 係 会 社
短期貸 付 金

120

利息の受取
(注) 3

0 未 収 入 金 0

債務保証
(注) 6

323 － －

関 連
会 社
(注) 7

青 木 情 報
開 発
株 式 会 社

なし 保険業務代行

保険料の支払
(注) 1

8 未 払 金 0

建物の賃貸
(注) 1

2 前 受 収 益 0

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．取引価格については、市場価格等に基づき交渉のうえ決定しております。

2．経営管理料については、当事者間の交渉のうえ決定しております。
3．貸付金の金利については、市場金利を勘案し交渉のうえ決定しております。
4．株式会社ＡＯＫＩの建物賃貸借契約に係る契約残存期間の賃料等に対する債務保証を行っております。

なお取引金額は、当事業年度末の残高を記載しております。
5．アニヴェルセル株式会社の事業用定期借地権契約に係る契約残存期間の賃料等に対する債務保証を行っ

ております。なお取引金額は、当事業年度末の残高を記載しております。
6. AOKI HOLDINGS N.Y.INC.の金融機関からの借入に対する債務保証を行っております。なお、取引金額は

当事業年度末の残高を記載しております。
7．当社代表取締役会長青木拡憲が議決権の100％を所有している株式会社アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧＳ

が青木情報開発株式会社の議決権を100％所有しております。
8．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,320円42銭

(2) １株当たり当期純利益 72円05銭

（注）当事業年度は希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため、記載しておりません。

８．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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